静岡市脱炭素支援資金利子助成金等交付要綱
（趣旨）

第１条　静岡市は、脱炭素に係る取組を実施する中小企業者を支援するため、静岡県特別政策資金融資制度要綱（平成14年４月１日適用）（以下「県要綱」という。）別表に規定する脱炭素支援資金の融資（以下「融資」という。）を受ける中小企業者等に対し、予算の範囲内において、融資に係る利子助成金及び保証料助成金（以下「利子助成金等」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成15年静岡市規則第44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）中小企業者　中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第２条に定める中小企業者であって、市内に店舗、工場又は事業場を有するものをいう。

（２）信用保証料　中小企業者等が信用保証を利用する対価として、静岡県信用保証協会（以下「協会」という。）に支払うもの

（利子助成金等の交付対象者）

第３条　利子助成金等の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する中小企業者とする。
（１）融資の対象者に該当し、かつ、融資を受けた中小企業者で、当該融資貸付日に市内に主たる事業所を有すること。
（２）第９条に基づき申請した日（以下「申請日」という。）まで１年以上引き続き市内に主たる事業所を有すること。

（３）申請日以前において静岡市が賦課し、かつ、納期が到来した市民税を完納していること。
２　前項の規定にかかわらず、当該融資に係るものに対して他の団体からの補助金等が交付されている場合には、交付の対象としない。

（利子助成金の額）

第４条　利子助成金の額は、前年度の10月１日から交付年度の９月30日までの期間に融資先である金融機関に支払った利子額（延滞に係る利子額を除く。以下同じ。）に0.5パーセント以下で市長が別に定める割合を乗じ、融資利率（県利子補給率を除いた利率をいう。以下同じ。）で除した額とする。

（利子助成の対象期間）

第５条　利子助成金を交付する対象となる期間は、中小企業者が県要綱第８条の規定により融資を受け、取扱金融機関により融資が実行された日から10年以内とする。

（保証料助成金の額）

第６条　保証料助成金の額は、融資実行時及び年毎に支払いした信用保証料に、別表に掲げる区分に応じた率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）の範囲内において市長が定める額とする。

（保証料助成の対象期間）

第７条　保証料助成金を交付する対象となる期間は、中小企業者が県要綱第８条の規定により融資を受け、取扱金融機関により融資が実行された日から10年以内とする。

　（融資実行後の提出書類）
第８条　金融機関は、融資実行後速やかに次の書類を市長に提出しなければならない。
（１）静岡県中小企業融資制度資金（脱炭素支援資金）申込書の写し
（２）協会発行の「保証承諾書」の写し（協会保証付きの場合）
（３）静岡県発行の県制度融資の承認の通知書の写し
（４）融資実行通知書の写し

　（交付の申請）
第９条　交付の申請をしようとする者は、脱炭素支援資金利子助成金等交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、10月１日から２月末日までの間に市長に提出しなければならない。

（１）脱炭素支援資金利子及び保証料支払証明書(様式第２号)
（２）前号で添付を求める確認資料

（３）市民税の納税証明書

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類
　（交付の決定及び確定）
第10条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、法令、予算等に照らしてその内容を審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、補助金の交付を決定し、及び交付すべき補助金の額を確定したときは、脱炭素支援資金利子助成金等交付決定兼確定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとする。
２　前項の規定にかかわらず、市長は、申請者が規則第５条の２各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定をしない。

　（請求）
第11条　前条第１項の規定による通知を受けた者は、速やかに請求書を市長に提出しなければならない。

（利子助成金等の交付決定の取消及び返還）
第12条　市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、利子助成金等の交付を取り消し、又は既に交付した利子助成金等の全部若しくは一部を返還させることができる。
（１）虚偽その他不正の手段により利子助成金及び保証料助成金を受けたとき。
（２）前号に掲げるもののほか、市長が不適正と認めるとき。

（雑則）

第13条　この要綱に定めるもののほか、利子助成金等の交付に関し必要な事項は、別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
　　

様式第１号（第９条関係）

脱炭素支援資金助成金交付申請書
　年　　月　　日
（宛先）静岡市長
　　利子助成金及び保証料助成金の交付を受けたいので、静岡市脱炭素支援資金助成金交付要綱第９条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
１　申請者欄
	住所又は所在地
	〒


	屋号又は会社名
	

	氏名又は代表者名
	

	申請担当者
	部署名：　　　　　　　　　担当者名：　　　　　　　　

	担当者連絡先
	TEL：

	業種
	

	従業員数
	常用（役員・家族除く）　　　　人
常用（役員・家族）　　　　　　人
臨時（パート含む）　　　　　　人


２　借入の内容（※複数の借入がある方は、２件目以降は別紙に記入してください。）

	借入先金融機関名
	

	借入金額
	　　　　　　　　　　円

	借入期間
	　　  年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	融資利率
	年　　　　％（県利子補給後の利率）

	支払期間
	　　　年　　月　～　　　　年　　月

	支払利子額
	円（内、利子助成金　　　　　　　円）

	支払保証料額
	円（内、保証料助成金　　　　　　円）


（別紙）
	屋号又は会社名
	

	氏名又は代表者名
	


借入の内容（２件目以降）

	借入先金融機関名
	

	借入金額
	　　　　　　　　　　円

	借入期間
	　　  年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	融資利率
	年　　　　％（県利子補給後の利率）

	支払期間
	　　　年　　月　～　　　　年　　月

	支払利子額
	円（内、利子助成金　　　　　　　　円）

	支払保証料額
	円（内、保証料助成金　　　　　　　円）


	借入先金融機関名
	

	借入金額
	　　　　　　　　　　円

	借入期間
	　　  年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	融資利率
	年　　　　％（県利子補給後の利率）

	支払期間
	　　　年　　月　～　　　　年　　月

	支払利子額
	円（内、利子助成金　　　　　　　　円）

	支払保証料額
	円（内、保証料助成金　　　　　　　円）


※支払期間及び支払利子額は、前年度の10月１日から申請年度の９月30日までの期間における実績額を記載すること。
様式第２号（第９条関係）
脱炭素支援資金利子及び保証料支払証明書
作成日　　年　　月　　日

（宛先）静岡市長
所在地　　　
金融機関名　　　　　　　　　職印
支店長名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
作成者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１.チェック項目

　次のとおり相違ないことを証明します。（頭部にレ点チェックをお願いします）

　□この融資は県制度(脱炭素支援資金)に間違いありません。

　□借入期間は10年以内です。

　□延滞利息は含まれていません。

　□期間中に中途返済した場合の戻し利息及び戻し保証料は、添付した確認資料に明記してあります。
　□本証明書発行後、令和 年  月の約定返済日前に中途返済した場合には、戻し利息および戻し保証料を差し引いて作成し直します。

　□本証明書内の全ての事項につき、漏れなく記載し、金額他、全ての記載内容に相違ありません。

　※全ての項目のチェック欄に該当した事業者のみご提出をお願いします。
2.ご融資内容

	借入れをしている者
	

	融資
金額
	　　　　　　円
	当初貸付日
	　　年　　月　　日
	利率
	　　　　　　　　％　

	
	支払済み利子の合計額
(令和 　年  月から令和　 年  月までの約定利息の合計額)
※戻し利息がある場合は、合計額から引いた金額を記載
	円

	
	支払済み保証料額
（融資実行時若しくは年毎支払った保証額）
※戻し保証料がある場合は、差し引いた金額を記載
	円


別途、以下「AとC」又は「BとC」のどちらかの確認資料を添付してください。

A. 金融機関が発行する取引明細照会票(貸出金取引記録又は汎用照会票)及び返済予定一覧表
B. 融資の返済事実が確認できる書類(通帳等の写し)及び返済予定一覧表
C. 交付対象期間内に支払した保証料が確認できる資料（戻し保証料がある場合は、確認できる資料を添付）
様式第３号（第10条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　様
 静岡市長　氏　　　名　印
脱炭素支援資金助成金交付決定兼確定通知書
　　脱炭素支援資金助成金交付要綱（以下「要綱」という。）第10条第１項の規定に基づき、次のとおり補助金の交付を決定し、及び確定したので通知します。
　交付決定（確定）額



円
【交付決定額の内訳】
利子助成額



円
　　　　保証料助成額



円
別表（第６条関係）
	融資利用者
	率

	１
	次に掲げる表彰のいずれかを受け、かつ、融資の申込みの日において当該表彰を受けた日から10年を経過していない者
（１）静岡市ＣＳＲパートナー企業表彰等事業実施要綱（平成27年度の表彰及びロゴマークの使用から適用）の規定に基づく表彰
（２）静岡市多様な人材の活躍応援事業所表彰要綱（平成30年４月１日施行）の規定に基づく表彰
（３）静岡市女性の活躍応援事業所表彰要綱（平成26年９月１日施行）の規定に基づく表彰
（４）静岡市中小企業技術表彰事業実施要綱（平成28年度の表彰から適用）の規定に基づく表彰
（５）前各号に掲げるもののほか、これらに類するものとして市長が別に定める表彰
	75パーセント

	２
	融資の申込みの日において創業の日から５年を経過していない者であって、次に掲げる要件のいずれかを満たす者
（１）静岡市創業支援等事業計画（平成26年３月20日静岡市作成。以下「計画」という。）に記載された特定創業支援等事業（産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第２条第26項に規定する特定創業支援等事業をいう。）により支援を受けた者であって、当該支援を受けた旨の証明書の発行を受けていること。
（２）静岡市産学交流センターが実施する、計画に記載されたビジネスプランコンテストの一般部門に
おいて表彰を受けたことがあること。
（３）静岡市清水産業・情報プラザ条例（平成15年静岡市条例第190号）別表第１に掲げる創業者育成室を利用したことがあること。
（４）静岡市クリエーター支援センター条例の一部を改正する条例（平成27年静岡市条例第104号）の規定による改正前の静岡市クリエーター支援センター条例（平成19年静岡市条例第67号）第２条第１号のクリエーター育成室を利用したことがあること。
（５）静岡市産学交流センター条例（平成16年静岡市条例第37号）別表第３に掲げる創業者育成室を利用したことがあること。
	

	３
	生産性向上特別措置法（平成30年法律第25号）第40条第１項に規定する先端設備等導入計画の承認を受けていること。
	

	４
	地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第40号）第13条第７項に規定する地域経済牽引事業計画の承認を受けていること。
	

	５
	上記以外の者
	25パーセント


